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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省
関東地方整備局

１．関東地方整備局のインフラＤＸの体制



国土交通省
関東地方整備局関東地方整備局インフラＤＸ推進体制（Ｒ４）
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国土交通省
関東地方整備局関東地方整備局インフラＤＸ推進体制（Ｒ５）
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国土交通省
関東地方整備局

出典：令和４年版国土交通省白書

ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎとインフラ分野のＤＸの関係
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関東地方整備局のインフラＤＸ推進の目標
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国土交通省
関東地方整備局各WGの主な取組テーマと分類
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情報化 効率化

河川（砂防） ：施設のAI健全度判定
道路 ：維持管理の効率化・高度化
防災 ：防災対応の迅速化・効率化
建政（公園） ：運営維持管理の効率化

ＡＩ活用

河川 ：BIM/CIMの活用
UAVによる施設点検
越水・決壊センサーの設置

道路 ：BIM/CIM活用の推進
営繕 ：情報共有システムの活用

BIM活用、生産性向上技術の
導入・促進

防災 ：リモート現地調査
建政 ：審査業務・打合せ等の効率化
用地 ：リモート境界確認

：UAVによる用地調査
総務 ：ＲＰＡの導入による効率化
情報ｲﾝﾌﾗ：排水ポンプ車の監視システム

通信端末による設備メンテ
QRコード等による現場管理
地震時簡易点検の自動化

安全性向上

働き方改革生産性向上

防災 ：ドローン調査の運用強化
用地 ：リモート境界確認

UAVによる用地調査

河川 ：３次元河川管内図
レーザー測深

河川（ダム）：貯水池のデジタル管理
道路 ：道路情報一元管理
港湾空港 ：BIM/CIMの導入
建政 ：ＤＸの推進支援

プラットフォーム・ 3Dデータ活用

インフラDX推進

サ
イ
バ
ー

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

防災 ：防災対応の迅速化・効率化



国土交通省
関東地方整備局Ｒ５年度 各ＷＧ取組事例紹介
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２．i-Constructionの取組



国土交通省
関東地方整備局

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 （予定）

○国交省では、ＩＣＴの活用のための基準類を拡充してきており、構造物工へのICT活用を推進。
○今後、中小建設業がICTを活用しやすくなるように小規模工事への更なる適用拡大を検討

ICT土工

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工（港湾）

ICT構造物工
（橋脚・橋台）（基礎工）

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大

小規模土工

（橋梁上部工）

（暗渠工）

（基礎工拡大）

ＩＣＴ活用工事の工種

10



国土交通省
関東地方整備局

◯ 構造物（橋梁）の出来形管理にICTを活用し出来形管理について効率化を図るため、令和４年度
に橋梁下部（橋脚・橋台）への適用拡大を実施

◯ 更なる拡大を行うため、令和４年度に橋梁上部工の出来形管理について試行工事による現場実
証を行い、ＩＣＴ活用工事として本運用を検討。

イメージ施工フロー

●３次元計測技術を活用した出来形管理

車道外側線

最小幅員
車線境界線

上空高さ

●竣工時の計測データの活用

起
工
測
量
実
施

3
次
元
計
測

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

出
来
形
管
理

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

工
事
契
約

舗
装
工
な
ど

架
設
工
な
ど

ICT構造物工（橋梁上部工）
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国土交通省
関東地方整備局

出来形管理要領の適用工種拡大（ ICT構造物工（橋梁上部工） ）

後工事（舗装工）での活用イメージ橋梁上部工での利用イメージ

【３次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋梁上部工編） の概要】
橋梁上部工におけるコンクリート出来形管理について、３Dレーザースキャナーで計測した三次元点

群データを活用し、出来形寸法を点群処理ソフトウェア上にて計測を行う手法である。また、TSやレー
ザートラッカー（※新技術）を利用し、測定箇所の端点を直接計測を行い寸法値を算出する手法（TS等
光波方式を用いた出来形管理）も適用可能である。更に、後工事（舗装工）への活用も可能である。

TLS計測を行い
点群を取得する

計測した点群から
2点間距離などを
計測

TLS計測を行い
点群を取得する

橋梁上部工で計測した点
群と舗装工で計測した点群
から舗装厚などを計測

a b
舗装厚＝ a ー b

橋梁上部工計測点群
舗装工出来形計測点群

■Ｒ４年度の試行状況（６現場）

「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋梁上部工編）（試行案）」を用いた施行工事を実施し、試
行案および技術の現場適用性を評価した。

計
測
点

(TSを用いた計測状況写真)
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国土交通省
関東地方整備局小規模現場へのICT適用拡大

○ 中小企業にICT施工を普及させるため、令和４年度より小規模現場（土工）におけるＩＣＴ施工の
適用拡大を実施。

○ モバイル端末を用いた３次元計測技術を用いた出来形管理手法の適用拡大をするため、令和４
年度より運用を開始した小規模土工とあわせて実施する管渠、暗渠、管路工等について、適用拡
大を実施

●狭小箇所の現場（都市部・修繕工事など）

• 機能の絞込み
• 小型建機の使用
• 衛星測位できない箇所は

測量器による測位

イメージ施工フロー

測
定

締
固
め

維
持
管
理

対象範囲
関連工種として
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定

機
材
搬
入

掘
削
作
業

施
工
用
デ
ー
タ
作
成

起
工
測
量
実
施

工
事
契
約

機
材
搬
出

埋
戻
作
業

丁
張
り
作
業

据
付

基
礎
砕
石 排水構造物工

【モバイル端末を用いた構造物の出来形計測】

掘削後に据え付けた排水管の点群イメージ
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国土交通省
関東地方整備局ＩＣＴ活用工事の監督検査要領等公表１／２
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国土交通省
関東地方整備局ＩＣＴ活用工事の監督検査要領等公表２／２

15

ＩＣＴ活用工事実施要領

ＩＣＴ活用工事積算要領



国土交通省
関東地方整備局３次元計測技術を用いた出来形管理の活用手引き（案）
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国土交通省
関東地方整備局直轄工事におけるＩＣＴ活用工事の受注実績
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国土交通省
関東地方整備局小規模工事ＩＣＴ施工活用の手引き（案）

○ICT活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加しているが、地域を地盤とするC、D等級の企業は、ICT施工の
経験割合が低く、普及促進が必要。

○埼玉県建設業協会青年経営者部会から提案をうけ、ICT施工を地域に即した形で普及促進する目的のもと「埼玉県
地域建設業ICT推進検討協議会」を設置。

○本協議会の取組を通じて、中小建設業への普及拡大に向けた、全国で初めての実践的な手引きを策定
○Ｒ４年度については、手引きの見直しを図るとともに、「よくある問合せＱ＆Ａ集」の作成・公表を実施

○活動内容
✓アクションプランとして普及促進の活動目標を設定
✓見学会やセミナー等による知見の取得
✓小規模工事におけるICT導入効果の検証を実施
■ＩＣＴ導入効果検証（令和3年11月15日～19日実施）

小型施工機械へのＩＣＴ導入、小規模な現場での３次元設計データ利活用を検証

ICT普及の現状

埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会

普及拡大の取組

・地域を地盤とするC,D等級業者には、いまだICTの
活用がされていない現状がある。

Ｒ４年度の取組

小規模工事ICT施工活用の手引き（案）の見直し

○見直しイメージ

・実工事現場における小規模工事を対象としたICT導入の効果検証
を実施。
・実施にあたっては、埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会の活動
として実施予定

検証結果

関
東i-Construction

推
進
協
議
会

（
都
県
政
令
市
・特
殊
法
人
）

国
土
交
通
本
省

全
国
展
開

実現場での実証

小規模工事ICT
施工活用の手引き

（案）

反映「
検
証
結
果
」を
踏
ま
え
た

実
現
場
で
の
実
証

反映

現場見学会・
勉強会の実施

水平展開

埼玉県地域建設業ＩＣＴ推進検討協議会

適宜見直し

よくある問合せＱ＆Ａ集の公表
・ICTメールセンター
・事務所からの問い合わせ
→事例を収集し、作成・公表

○ＨＰ公表イメージ
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国土交通省
関東地方整備局
関東地方整備局

１．開催日時
令和5年5月15日（水） 9:30～11:30

２．出席者
関東地整他、２０機関

開 催 概 要
３．議事

・関東地方整備局の取組予定
・各機関からの取組予定

４．開催結果
・各機関からICT、インフラDXの取組予定について報告を行い、情報交換を実施。

関東ＤＸ・ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ推進協議会

各機関からの取組予定
（インフラ分野のDX推進について）

○発注者指定型の拡大

○栃木県（「とちぎインフラDX構想」の策定）

・具体的な取組（一例）

○神奈川県（ASP・遠隔臨場の試行、i-Con実務者部会の設置）

・東京都：ICT土工の対象拡大

・茨城県：ICT土工の対象拡大
土工量 7,000㎥以上 → 5,000㎥以上

・群馬県：ICT土工、ICT舗装工の対象拡大
土工量3,000㎥以上、舗装面積3,000㎡以上を
発注者指定型として実施予定。

・山梨県：中小規模の建設業者へICT施工実施を促すため、
「発注者指定型」での工事を拡大予定。
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国土交通省
関東地方整備局Ｒ５年度の i-Constructionの取組 関東地方整備局
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国土交通省
関東地方整備局

○ 地域の施工者や発注者が、ＩＣＴ活用時に生じた疑問点や技術選定の課題などに対して、助言や技術的指導等の
実践的な支援を受けることができる、ＩＣＴアドバイザー制度を設置しています。
アドバイザーはＩＣＴ施工関係に熟練した企業者を公募し、現在６０社のアドバイザーを認定して名簿をＨＰで公開し
ています。

○ アドバイザーの活動に対して感謝状を贈呈するとしております。

支援内容

【アドバイザー６０社の内訳】

ＩＣＴ施工（３Ｄ測量・３Ｄ設計データ
作成・ＩＣＴ建設機械）に関する助言
や技術的指導

企業区分 登録分野

測量会社 21 Ⅰ ３Ｄ計測 45

土木コンサル 9 Ⅱ ３Ｄ設計 33

施工会社 21 Ⅲ ＩＣＴ施工 34

ソフト会社 4 Ⅳ ３Ｄ管理 26

測量機器会社 4 Ⅴ 総合マネ 27

建設機械会社 2 Ⅵ 研修・講習 34

リース会社 12

その他 5

（複数選択有）

誰でも聞ける

ＩＣＴアドバイザー

施工者・発注者
ＩＣＴ施工を初めて実施する施工者や、技術や機器選定で悩んでいる施工者、

ＩＣＴ施工に不慣れな発注者・監督職員等が自由に利用可能

関東地方整備局
名簿をＨＰで公開

ＩＣＴアドバイザー

アドバイザー名簿
の閲覧、選定

１ ２ ３

４

支援開始・完了報告

支援の流れ

技術相談
講師依頼

アドバイ
ス

講師

公募・認定

https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst00000010.html
関東地方整備局ＩＣＴアドバイザー制度については、以下のＵＲＬをご参照ください

URL：

Ｒ４取組

○ＩＣＴアドバイザー追加募集
・ＩＣＴ施工の普及促進を更に加速するため、ＩＣＴアドバイザーを
追加募集予定。
募集期間：Ｒ４．１１～１２
追加認定：Ｒ５．１．３１

○ＩＣＴアドバイザー感謝状贈呈
・ＩＣＴアドバイザーの活動に対し、感謝の意を表する
ため感謝状の贈呈。令和4年度の活動は102回とな
り、活動した29社のアドバイザーに感謝状を贈呈。
また、顕著な活動を実施した２社のアドバイザーには
記念品（i-Conバッジ）を贈呈した。

受発注者支援施策（関東ICTアドバイザー制度）１／２
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国土交通省
関東地方整備局

○ ＩＣＴ活用工事では、直轄工事の実施件数は年々増加しているが、地域を基盤とするＣ、Ｄ等級の企業は、ＩＣＴ施工の
経験割合が低く、普及促進が必要

○ 関東地方整備局のホームページで各種ＩＣＴ施工の支援を展開 https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000021.html

ＩＣＴメールセンターＩＣＴ施工導入事例集 ＩＣＴ活用工事に関するＦＡＱ

22

受発注者支援施策（ＩＣＴメ－ルセンタ－など）２／２
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省
関東地方整備局

３．BIM/CIMの取組



BIM/CIM原則適用に向けた進化

データ活用・共有による受発注者の生産性向上BIM/CIMの意義

将来像を見据えたR5原則適用の具体化

R5原則適用の実施内容

発注者

納
品

納
品

納
品

貸
与

貸
与

貸
与

貸
与

納
品

納
品

納
品

納
品

測量者調査者予備
設計者

詳細
設計者

施工者 補修者点検者

〇 DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

〇 活用内容に応じた ３次元モデルの作成・活用

BIM/CIMとは

BIM/CIM（Building/Construction Information Modeling, 
Management）
とは、建設事業で取扱う情報をデジタル化することにより、調
査・測量・設計・施工・維持管理等の建設事業の各段階に携わ
る関係者のデータ活用・共有を容易にし、建設事業全体におけ
る一連の建設生産・管理システムの効率化を図ることを言う。
情報共有の手段として、３次元モデルや参照資料を使用する。

３次元形状データ
属性情報

（部材等の名称、規格等）

参照資料
（2次元図面、報告書等の３次元モデル以外の情報）

３次元モデル

詳細設計、工事において、

一部の内容を義務化し、
取り組む

将来的なデータマネジメント
に向けた取組の第一歩とし
て、新たに取り組む
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令和５年度BIM/CIM原則適用の概要

DS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

 確実なデータ共有のため、業務・工事の契約後速やかに発注者が受注者に設計図書の作成の基となった情報の
説明を実施

 測量、地質・土質調査、概略設計、予備設計、詳細設計、工事を対象

活用内容（事業上の必要性）に応じた３次元モデルの作成・活用

 業務・工事ごとに発注者が活用内容を明確にし、受注者が３次元モデルを作成、受発注者で活用する
 活用内容の設定にあたっては、業務・工事の特性に応じて、義務項目、推奨項目から発注者が選定
 義務項目は、「視覚化による効果」を中心に未経験者も取組可能な内容とした活用内容であり、原則すべての詳細設

計・工事において、発注者が明確にした活用内容に基づき、受注者が３次元モデルを作成、受発注者で活用する

 推奨項目は、「視覚化による効果」の他「３次元モデルによる解析」など高度な内容を含む活用内容であり、特に大
規模な業務・工事や条件が複雑な業務・工事において、積極的に活用する
（該当しない業務・工事であっても積極的な活用を推奨）

測量
地質・土質調査 概略設計 予備設計 詳細設計 工事

３次元モデル
の活用

義務項目 － － － ◎ ◎
推奨項目 〇 〇 〇 〇 〇

◎：義務 〇：推奨
対象とする範囲

積算と成績評定

 測量業務共通仕様書に基づき実施する
測量業務

 地質・土質調査業務共通仕様書に基づ
き実施する地質・土質調査業務

 土木設計業務共通仕様書に基づき実施
する設計及び計画業務

 土木工事共通仕様書に基づき実施する
土木工事（河川工事、海岸工事、砂防
工事、ダム工事、道路工事）

対象とする業務・工事

対象としない業務・工事  単独の機械設備工事・電気通信設備工事、維持工事
 災害復旧工事等の緊急性を要する業務・工事

 ３次元モデルの作成費用について、見積により計上（これまでと同様）
 設計図書が求める以上（わかりやすさの工夫、安全への配慮等）の対応について、適切に評価

• 出来あがり全体
イメージの確認

• 特定部※の確認

※ 複雑な箇所、既設との干渉箇所、
工種間の連携が必要な箇所等
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３次元モデルの活用（義務項目）

義務項目は、業務・工事ごとに発注者が明確にした活用内容に基づき、受注者が３次元モデルを作
成し、受発注者で活用する。３次元モデルの作成にあたっては、活用内容を満たす必要十分な程度の
範囲・精度で作成するものとし、活用内容以外の箇所の作成を受注者に求めないものとする。

なお、設計図書については、将来は３次元モデルの全面活用を目指すものの、当面は２次元図面を
使用し、３次元モデルは参考資料として取扱うものとする。

活用内容 活用内容の詳細 業務・工事の種類

視
覚
化
に
よ
る
効
果

出来あがり全体イメージの確
認

出来あがりの完成形状を３次元モデルで視覚化することで、関係
者で全体イメージの共有を図る。
活用例：住民説明・関係者協議等での活用、景観検討での活用

詳細設計

特定部の確認
（２次元図面の確認補助）

２次元では表現が難しい箇所を３次元モデルで視覚化することで、
関係者の理解促進や２次元図面の精度向上を図る。
※ 特定部は、複雑な箇所、既設との干渉箇所、工種間の連携が

必要な箇所等。
詳細度３００までで確認できる範囲を対象

詳細設計

施工計画の検討補助 詳細設計等で作成された３次元モデルを閲覧し、施工計画の検
討、２次元図面の理解の参考にしたり、現場作業員等の理解促
進を図る。
※ ３次元モデルを閲覧することで対応（作成・加工は含まない）

施工
２次元図面の理解補助

現場作業員等への説明

詳細度 ２００～３００程度※1

※1 構造形式がわかるモデル ～ 主構造の形状が正確なモデル

属性情報※2

※2部材等の名称、規格、仕様等の情
報

オブジェクト分類名※3のみ入力し、その他は任意とする。
※3 道路土構造物、橋梁等の分類の名称
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3次元モデルの活用 義務項目

3次元モデル作成の目安



３次元モデルの活用（義務項目）

各工種共通

（異なる線形）
・ ２本以上の線形がある部分
（立体交差）
・ 立体交差の部分
（障害物）
・ 埋設物がある部分

・ 既設構造物、仮設構造物、電線等の近接施工（クレーン
等の旋回範囲内に障害物）がある部分

（排水勾配）
・ 既設道路、立体交差付近での流末までの部分
・ 既存地形に合わせて側溝を敷設する部分
（既設との接続）
・ 既設構造物等との接続を伴う部分

（工種間の連携）
・ 土木工事と設備工事など複数工種が関連する部分

土工
（高低差）
・ 概ね２m以上の高低差がある掘削、盛土を行う部分

橋梁全般
（支点周辺）
・ 上部工と下部工の接続部分

離隔距離を反映した高圧線モデル

橋梁架橋モデル化範囲

橋梁と架空線の離隔確認

埋設管

既設構造物との取合い確認

 活用内容以外の箇所に関する３次元モデルの作成・修正を受注者に求めないようにする。
 地形の精度と構造物の精度のずれにより、地面に埋め込まれたり、隙間があったりすることがあるが、３次元モデルの

見栄えを整える作業は必要ではない。（既設構造物との取り合い確認の際は重要であるが、その他の活用内容の場合
は原因の把握ができれば十分である。）
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特定部の例

３次元モデル活用時の留意点



３次元モデルの活用（推奨項目）

推奨項目は、業務・工事の特性に応じて活用する。特に大規模な業務・工事や条件が複雑な業務・
工事については、推奨項目の活用が有効であり、積極的に活用する。
（該当しない業務・工事であっても積極的な活用を推奨）

活用内容 活用内容の詳細 業務・工事の種類

視覚化によ
る効果

重ね合わせによる
確認

3次元モデルに複数の情報を重ね合わせて表
示することにより、位置関係にずれ、干渉等が
ないか等を確認する。
例：官民境界、地質、崩壊地範囲など

概略・予備設計
詳細設計
施工

現場条件の確認
3次元モデルに重機等を配置し、近接物の干渉
等、施工に支障がないか確認する。

概略・予備設計
詳細設計
施工

施工ステップの確
認

一連の施工工程のステップごとの3次元モデル
で施工可能かどうかを確認する。

概略・予備設計
詳細設計
施工

事業計画の検討
3次元モデルで複数の設計案を作成し、最適な
事業計画を検討する。

概略・予備設計
詳細設計

省力化・省
人化

施工管理での活
用

3次元モデルと位置情報を組み合わせて、杭、
削孔等の施工箇所を確認や、AR、レーザー測
量等と組み合わせて出来形の計測・管理に活
用する。

施工

情報収集等
の容易化

不可視部の3次元
モデル化

アンカー、切羽断面、埋設物等の施工後不可視
となる部分について、3次元モデルを作成し、維
持管理・修繕等に活用する。

施工
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トンネルと地質の位置確認

重機の施工範囲確認
※地形は点群取得

供用開始順の検討

掘削作業時にARと比較

3次元モデルの活用 推奨項目 例
※先進的な取組をしている事業を通じて、

３次元モデルのさらなる活用方策を検討



ＤS（Data-Sharing）の実施（発注者によるデータ共有）

 業務、工事の契約後速やかに、発注者が受注者に設計図書の作成の基となった情報を説明
 受注者が希望する参考資料を発注者は速やかに貸与（電子納品保管管理システムの利用）

対象 説明内容

設計図
「R1○○詳細設計業務」と「R2××修正設計業務」を基に作成しています。「R1○○詳細設計業務」を基本としていますが、
△△交差点の部分は「R2××修正設計業務」で設計しています。

中心線測量 「H30○○測量業務」の成果を利用して作成しています。

法線測量 「H30○○測量業務」の成果を利用して作成しています。

幅杭測量 「R1○○測量業務」の成果を利用して作成しています。

地質・土質調
査

「H28○○地質調査業務」の地質調査の成果と「H30××地質調査業務」の地下水調査の成果を利用しています。

道路中心線 「H28○○道路予備設計業務」において検討したものを利用しています。

用地幅杭計画 「H29○○道路予備設計業務」において検討したものを利用しています。

堤防法線 「R2○○河川詳細設計業務」において検討したものを利用しています。

（記載例） ○○工事の設計図書の基となった参考資料

 共通仕様書等による成果物の一覧を参考にしつつ、過去の成果を確認し、最新の情報を明確にする。
 業務成果が古い場合、修正（変更、追加）が多数行われている事業の場合、管内設計業務等で部分的に修正をしている

場合は、検討経緯、資料の新旧等に留意して説明する。
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（参考）電子納品保管管理システムの利用（R4.11から受注者利用開始）

 CD等による受け渡し
• 発注者が探す時間、受注者が借りに行く

手間・時間がかかる
• 受注者は渡されない成果の存在を知ら

ず2度手間が生じることも

 インターネットによる受け渡し
• 発注者の資料検索の効率化、受け渡

しの手間・時間の削減
• 受注者による成果品の検索が可能に

なり、成果品活用の漏れを防ぐ

これまで これから

受注者が必要な業務成果をダウ
ンロードすることを発注者が許可
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ＤＸデ－タセンタ－概要



国土交通省
関東地方整備局（試行）設計３DモデルをICT建機へ活用（官現場の提供・民民による技術協力）１／３
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国土交通省
関東地方整備局（試行）設計３DモデルをICT建機へ活用（官現場の提供・民民による技術協力）２／３
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国土交通省
関東地方整備局（試行）設計３DモデルをICT建機へ活用（官現場の提供・民民による技術協力）３／３
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国土交通省
関東地方整備局i-Constructionモデル事務所・サポート事務所の取組

34



国土交通省
関東地方整備局i-Constructionモデル事務所・サポート事務所

【栃木県】

日光砂防

【茨城県】

下館河川

【埼玉県】

大宮国道

【東京都】

東京国道

【神奈川県】

横浜国道【山梨県】

甲府河川国道

【千葉県】

千葉国道

【群馬県】

高崎河川国道

サポート事務所

モデル事務所

（モデル事務所を含む）

【埼玉県】

荒川調節池

３次元情報活用モデル事業 i-Constructionモデル事務所

一般国道５号 倶知安余市道路 小樽開発建設部 【北海道】

鳴瀬川総合開発事業 鳴瀬川総合開発工事事務所 【東北】

中部横断自動車道 甲府河川国道事務所 【関東】

新山梨環状道路 甲府河川国道事務所 【関東】

荒川第二・三調節池事業 荒川調節池工事事務所 【関東】

大河津分水路改修事業 信濃川河川事務所 【北陸】

新丸山ダム建設事業 新丸山ダム工事事務所 【中部】

円山川中郷遊水地整備事業 豊岡河川国道事務所 【近畿】

北近畿豊岡自動車道 豊岡道路 豊岡河川国道事務所 【近畿】

国道２号大樋橋西高架橋 岡山国道事務所 【中国】

松山外環状道路インター東線 松山河川国道事務所 【四国】

立野ダム本体建設事業 立野ダム工事事務所 【九州】

小禄道路 南部国道事務所 【沖縄】

【長野県】

長野国道

３次元データやICT等を活用した取り組みをリードする事務所
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国土交通省
関東地方整備局BIM/CIMモデル活用事例１／２

【設計の取組】 ３次元CIMモデルの作成・活用（新山梨環状道路〔甲府河川国道事務所〕）

・ 設計段階における橋梁の３次元CIMモデルを作成し、配筋の干渉確認や維持管理性の確認、交差道
路との建築限界の確認、施工条件の確認、関係機関との協議などに活用

施工条件の確認（重機配置の検討）

排水管上部構造検査路

下部構造検査路 排水管部も通行
可能なことを確認

維持管理性の確認（検査路の動線確認） 交差道路との建築限界確認配筋の干渉確認

台座鉄筋

梁の鉄筋

施工条件の確認（架設時の俯角確認）
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国土交通省
関東地方整備局BIM/CIMモデル活用事例２／２

羽根倉橋

周囲堤

第二調節池

荒川第二・三調節池ＢＩＭ／ＣＩＭ統合モデルの構築

地形モデル ：地図情報レベル５００，１０００
地質・土質モデル ：約３km2区域のボーリングデータ１７２本から、ボーリングモデル、

準３次元地盤モデル、３次元地盤モデルを作成
土工形状モデル ：詳細度３００ 囲繞堤・仕切堤 約１３ｋｍ、池内水路 約１１ｋｍ
構造物モデル ：詳細度２００ 排水門２基、越流堤２基

○事業箇所：
埼玉県さいたま市、川越市、上尾市

○全体事業費：
約1,670億円

○事業期間：
平成30年度から令和12年度(13年間)

○事業内容：
荒川第二・三調節池の整備約760ha
（第二 約460ha、第三約300ha）
囲繞堤、仕切堤、池内水路、
排水施設整備等

○調節池全域の３次元測量、地質調査、施設設計から得られた地形モデル、地質・土質モデル、土工
形状モデル、構造モデルを統合し、荒川第二・三調節池のBIM/CIM統合モデルを構築。
○地⽅公共団体や建設業者等における３次元データ利活用の振興を図ることを目的に、荒川第二・三
調節池事業に関するBIM/CIMデータをホームページで一般公開。
ホームページURL https://www.ktr.mlit.go.jp/araike/kensetsudx/bimcim.htm

【事業概要】

【設計の取組】BIM/CIM統合モデルの構築
（荒川第二・三調節池事業〔荒川調節池工事事務所〕）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省
関東地方整備局

４．関東ＤＸ・i-Construction人材育成センター



国土交通省
関東地方整備局ＤＸ・ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ人材育成センタ－の概要

■建設技術展示館 ＜民間企業や一般・学生向け＞
＜主な実施メニュー＞
 民間企業や一般・学生向けのBIM/CIM体験

やインフラDX体験
 BIM/CIM(VR、MR、UAV等含)の先進的な

設備を利用し、工事安全や高所作業体験等、
民間企業の研修等に活用

 BIM/CIM・ICTの活用事例や効果に関わる技
術をタブレットを用いて情報提供 等 DXパーク

■研修棟・現場実証フィールド

・多くの研修参加を実現するためのWeb受講プログラムの実施
・研修参加者は、Webによる視聴および意見交換を実施
・研修内容は一定期間繰り返し視聴可能とする（アーカイブ化）
・実技研修についても、Web参加者も疑似体験可能とする効率的なカリキュラム
を検討

＜主な実施メニュー＞
 BIM/CIM活用促進に向けた研修・人材育成
 ICT測量・施工の体験実習
 VR・ARを活用した、完成後の建設物の再現やバックホウ、

高所などの施工体験
 ローカル5G通信を活用した現場実証フィールドでのICT

建機を用いた無人化施工実習
 ホログラム表示(MR)を用いた出来形管理実習(土工)
 DXに資するデータやデジタル技術に関する基礎知識、

情報セキュリティ等の習熟 等

＜国や地方公共団体の行政職員、民間技術者向け＞

Web受講、eラーニング等の活用 ～いつでも、どこでも受けられる研修を実現～

無人化施工実習のイメージ 研修室

ローカル5G通信 ３D-CAD用高性能PC

現場実証フィールド
（ICT施工・無人化施工・５G設備）

関東DX・i-Construction
人材育成センター （研修棟）

建設技術展示館
（建設技術の展示・体験）

～ ＤＸパーク ～

○ インフラ分野のDX推進に向けた人材育成を目的として、地方公共団体を含む発注者及び民間技術者に対する
BIM/CIM活用やICT施工普及促進、 データ/デジタル技術の知識習熟等に関する研修・講習を実施。

○ 民間企業等の最新の建設技術を展示する建設技術展示館（関東技術事務所に併設）や関東DXルームとも
連携し、上記に関連する情報発信を実施。
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国土交通省
関東地方整備局

建設生産プロセス全体の生産性向上に必要となるBIM/CIMを
活用するスキルを持った技術系職員の育成を目的に、BIM/CIM
ソフトウェアの演習を主体とした実践的な講義を実施しBIM/CIM
ソフトウェアを業務改革実現のツールとして活用するための専門
知識の習得と技術力の向上を図ります。

【研修内容】 ・BIM/CIM成果品確認手法
・土工モデルの数量算出手法、
工区割りの検討手法
・構造物モデル作成手法

【実施日】 ①6/26 ②7/5 ③9/26
④10/13  ⑤11/13

建設生産プロセス全体の生産性向上に必要となるBIM/CIMを
活用するスキルを持った技術系職員の育成を目的に、関東ＤＸ・
i-Construction人材育成センター内の実物施設を活用し、
３次元データの計測方法、利活用方法の講義や、ＶＲ・ＭＲ
機器等を活用した実習により、現場で活用可能な専門知識の
習得と技術力の向上を図ります。

【研修内容】 ・地形モデル活用演習
・コンクリート構造物モデル活用演習
・計測手法演習
・ＶＲ機器等の実習

【実施日】 ①7/26 ②10/23 ③11/28

建設生産プロセス全体の生産性向上に必要となるBIM/CIMに
関する基礎的な技術の概要を習得することを目的に、設計・施工・
維持管理段階毎におけるBIM/CIMの活用目的や活用することに
よる有効性等について講義することにより、BIM/CIMの具体的活用
や有効性について理解できます。

【研修内容】 ・BIM/CIMの公共調達とプロセス監理
・測量、地質、土質調査における
BIM/CIM活用
・設計、施工、維持管理における
BIM/CIM活用

【実施日】 ①6/2 ②9/19

●BIM/CIM研修（発注者向け）
建設生産プロセス全体の生産性向上に必要となるBIM/CIMに
関する基礎的な知識の概要を習得することを目的に、建設分野を
取り巻く課題及びBIM/CIMを活用する意義や国土交通省に
おけるBIM/CIMの取組み状況を講義することにより、BIM/CIMを
活用することの有効性を理解できます。

【研修内容】 ・建設分野を取り巻く課題
・BIM/CIM概要
・BIM/CIM活用目的や取組み状況
・BIM/CIMの技術的な体系
（各種モデルの説明）

【実施日】 ①5/24 ②9/4

BIM/CIM入門 BIM/CIM初級

【対象】国土交通省・地方公共団体職員

BIM/CIM中級

BIM/CIM活用事例

【オンライン】 【オンライン】

【集合・オンライン】
定員 各４０名

BIM/CIM演習

【集合】
定員 各２０名

BIM/CIMを活用するスキルを持った技術系職員の育成を目的に、BIM/CIM活用業務・工事における円滑な事業執行のために、発注者が選定した検討
項目を踏まえ受注者が作成した実施計画書について、発注者として実施内容の妥当性を判断する能力を養い、BIM/CIMに関する適切な指揮、指導が
できるよう専門知識の習得と技術力の向上を図ります。

【研修内容】 ・BIM/CIM原則適用について 【実施日】 ①5/17 ②6/7 ③7/10
・BIM/CIM活用業務・工事の発注時のポイントについて

BIM/CIM上級

【オンライン】

（集合２０名
・オンライン２０名）

土工３次元モデル

VR機器等の実習BIM/CIM成果品確認手法

新規
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国土交通省
関東地方整備局

ハードウェアや通信環境の向上によりクラウド技術等が従前より容易
に利用できる一方、情報流出に注意が必要なことから、最新の情報
セキュリティを習得することにより適切にシステムを活用できるよう、
座学を行います。

【研修内容】 ・セキュリティポリシーの基本
・サイバーセキュリティの動向
・システム構成と課題
・最新の情報セキュリティ技術

【実施日】 11/29

ICT活用工事の監督・検査等の各段階で実践的な知識として
必要となる技術基準や留意点等を学習し、監督・検査等を通し
受注者への適切な指導ができるように、小規模施工まで対応した
座学及び現場実習を行います。

【研修内容】

【実施日】 ①6/6 ②6/30 ③9/22

ICT活用工事の基礎的な知識取得のため、「①3次元測量、②3
次元設計データ作成、③ICT建設機械による施工、④3次元出来
形管理等の施工管理、⑤3次元データの納品」の５つのプロセスを
全般的に学習し、工事担当者として受注者への適切な対応が出来
るよう小規模施工まで対応した座学及び現場実習を行います。

【研修内容】

【実施日】 ①5/29～30 ②6/19～20 ③9/7～8

ICT施工上級

●ICT施工研修（発注者向け）【対象】国土交通省・地方公共団体職員

※２日目は定員をこえる場合
オンライン配信実施 ・ICT施工概論

・ICT基準類の解説
・3次元設計データの作成から出来形帳票処理
・ＩＣＴ施工における検査の留意点と
書面検査実習
・3次元計測機器による実地検査実習

・ICT施工概要
・3次元計測機器、出来形管理要領の解説
・3次元設計データの作成から出来形帳票処理
・ICT活用工事の実例
・監督・検査のポイント
・3次元計測機器による出来形管理実習
・ICT建設機械の施工見学

【オンライン】（１日目）
【集合】（２日目） 定員 各２０名

※定員をこえる場合オンライン配信実施【集合】 定員 各２０名

●デジタル技術研修（発注者向け）
データ/デジタル

【対象】国土交通省職員

様々なデータ管理を行うサーバ群

技術基礎

【オンライン】

インフラ分野のＤＸ

【オンライン】

ICT施工初級

情報セキュリティ建設生産プロセスの生産性向上を目的として、データ（3D、画像、
映像等）とデジタル技術（AI、5G等）の基礎的な知識を習得
し、システム構築や管理に活用できるよう、座学を行います。

【研修内容】 ・データやネットワークに関する基礎知識
・クラウド、AIの概要
・事例紹介
・最新通信技術

【実施日】 6/27
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国土交通省
関東地方整備局

3次元計測機器を用いた計測及び、３次元設計データを搭載した
建設機械によるマシンガイダンス施工について、実際に現場実証
フィールドで実習を行います。

【講習内容】 ・ICT施工概要
・3次元計測機器による起工測量
・３次元出来形計測実習
・マシンガイダンス施工実習

【実施日】 ①8/4 ②8/28 

●ICT施工 計測,施工,無人化施工講習,Webセミナー（受発注者向け）【対象】民間技術者、国土交通省・地方公共団体職員
ICT施工
計測講習

災害協定会社・施工会社の技術者を対象に、災害応急復旧等で
作業する建設機械の「無人化施工技術」に関する遠隔操作について
災害応急復旧現場等の工事現場において活用できるように、実際に
現場実証フィールドで操作実習等を行います。

【講習内容】 ・無人化施工について
・無人化施工の取組み
・簡易遠隔操縦装置取付・操作実習
・無人化施工バックホウ操作実習

【実施日】 11/8
【台風より延期】
注）募集ありません。

ICT施工各分野のエキスパートであるICTアドバイザーを講師に招き、
最新の施工技術や現場での具体的な活用事例、成功・失敗事例
等を紹介します。

定員 なし
定員 各３０名

【セミナー内容】

【実施日】 ①６/12～16 
②10/2～6
③12/4～8

ICT施工
Weｂセミナー

ICT施工
施工講習

・ICT施工概要
・ICTアドバイザー保有技術、
ノウハウの紹介
・ICT施工事例紹介（成功・失敗事例）

・ICT施工概要
・起工測量データ処理
・3次元設計データ作成
・出来形管理、帳票作成

※定員をこえる場合
オンライン配信実施

【集合】 定員 各２０名
※定員をこえる場合オンライン配信実施【集合】 定員 各２０名

無人化
施工講習

※定員をこえる場合 オンライン配信実施【集合】 定員 各２０名
【オンライン】
【集合】

※集合参加は受注者優先

起工測量・設計・出来形管理の各段階で取り扱う3次元データにつ
いて、データ処理から帳票作成までの一連の作業を、ICT活用工事
経験がある施工業者やソフトウェアメーカーによる専用ソフトを用いた
実技形式の実習を行います。

【講習内容】

【実施日】 ①7/4 ②7/14
③7/25 ④7/28
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国土交通省
関東地方整備局ＤＸ・ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ人材育成センタ－の研修動画



国土交通省
関東地方整備局第１６期建設技術展示館リュ－アルオ－プン

○オープン記念式典：約120名が出席
・主催者挨拶（関東地方整備局長）
・来賓祝辞（松戸市長、建設技術展示館審査委員長）
・展示館概要説明（関東技術事務所長）
・テープカット（建設技術展示館審査委員長、松戸市長、管理運営委員会

副委員長、関東地方整備局長、関東技術事務所長）
○特別講演：370名（会場180名＋Web190名）が聴講
・国交省大臣官房_森下参事官『国土交通省のインフラ分野のDXの推進』
・東京理科大学_加藤教授『ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ社会の実現に向けたｺﾝｸﾘｰﾄ技術の実現』
○展示テーマ：「防災・減災、国土強靱化、インフラ長寿命化技術」、「インフラ

分野のDX技術」、「インフラ分野の脱炭素化・GX技術 」
82者が最新の建設技術を展示

①出展技術発表会
出展者による出展技術を発表する場として、建設技術展示館と
さいたま新都心（合庁1号館講堂）で交互に開催（年６回）

■イベント企画

テープカット主催者挨拶 関東地方整備局長

１

■リニューアルオープンに伴う新たな取組

■リニューアルオープン式典
開催日：令和5年5月31日（水）

2

１．多くの方に興味を持ってもらえるよう「バーチャル展示館」を開設

２．どなたでも楽しくＤＸ技術を学べる体験型コンテンツ等を拡充
・BIM／CIMモデルをタッチパネルで操作し様々な視点からモデル

(現場)を見ることで、3次元モデルが工事の施工や安全確保に効果
的であることを学ぶ体験

・推進工法VR、マンホール設置VR、工事現場VRなど現場体験VRを
中心に拡充。今後、荒川調節池事務所等のVRを拡充予定

発表のオンライン配信の様子

会場の発表の様子
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国土交通省
関東地方整備局
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人材育成センターのご案内

■ 関東DX・i-Construction人材育成センター リーフレット
最新 ： vol.8 2023/7

「関東DX・i-Construction人材育成センター」での研修情報等を紹介
しています。

https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi00567.html

■ DX人材育成センターの動画配信

2021/4/21に「関東DX・i-Construction人材育成センター」及び「関東DXルーム」

の開所式及びデモンストレーションを実施いたしました。
2021/12/17にBIM/CIM LIVEセミナー第7回(主催:日刊建設通信新聞社)におい

てDX人材育成センターを紹介しました。
関東DX・i-Construction人材育成センターの概要や、建設技術展示館で実施し

ているＤＸパークの様子などを映像にまとめました。（2022/05/30掲載）

https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst_00001.html

■ 関東DX・i-Construction人材育成センター

「関東DX・i-Construction人材育成センター」に関する各種情報を掲載

しています。

《関東地方整備局》
https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/index.html
《関東技術事務所》
https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi_index002.html

センター リーフレット（2023/7 vol.8）

■ 建設技術展示館（バ－チャル展示館・ＤＸパーク）
建設現場などで活用されている最新のインフラＤＸ技術を、どなたでも
体験できます。

https://www.kense-te.jp/

https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi00567.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/iconst_00001.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/dx_icon/index.html
https://www.ktr.mlit.go.jp/kangi/kangi_index002.html
https://www.kense-te.jp/
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国土交通省
関東地方整備局

５．インフラ分野のＤＸアクションプラン
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インフラ分野のＤＸアクションプラン２
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建設施工における自動化、遠隔化の促進



国土交通省
関東地方整備局
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除雪現場の生産性・安全性向上「i-Snow」



国土交通省
関東地方整備局
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堤防除草の自動化 「SMART-Grass」
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人間拡張技術による建設現場作業のＤＸ



国土交通省
関東地方整備局
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デジタルデ－タを活用した配筋確認の省力化



国土交通省
関東地方整備局
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ＢＩＭ／ＣＩＭを活用したＩＣＴ砂防工事



国土交通省
関東地方整備局
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ＢＩＭ／ＣＩＭを活用した地すべり対策
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関東地方整備局
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砂防事業における携帯電話通信園外エリアでの遠隔臨場



国土交通省
関東地方整備局
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